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～今後の方向性～

令和７年３月27日（木）

神奈川県鎌倉市

資料２



長期的な環境変化
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過去 現在 未来

需要 水量増 ➡ 水量減

施設 新規建設 ➡ 維持管理 ➡
維持管理
再構築

財務

投資のための借入 ➡
投資中断
債務返済 ➡

投資再開のための借入
債務返済

【節水効果】
費用縮減 ➡ 財政不安定化



有収水量の推移
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※上水有収水量 出典：神奈川県企業庁「水道事業統計年報」
※令和６年度（2024年度）以降は、シミュレーションソフトによる試算

上水の有収
水量は減少

（年度）

下水の有収水量は、
供用開始面積の拡大
とともに増加

下水の有収水量・
1人当たり水量の

減少



建設改良費の推移
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※令和６年度（2024年度）以降は、投資・財政計画仮試算その３の数値
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企業債残高の推移
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※令和６年度（2024年度）以降は、投資・財政計画仮試算その３の数値
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下水道使用料体系としての二部使用料制の原則化等
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•基本使用料割合の逓増

将来の有収水量の減少に備えるためには、基本使用料と従量使用料からな
る二部使用料制を原則とした上で、基本使用料の割合を漸進的に高めていく
必要がある。

•激変緩和

急激に基本使用料割合を高めることによる影響が生じないよう、必要に応
じ、激変緩和措置を講ずるなど、適切に対応する必要がある。

•適切な累進度の設定

一部の大口使用者のみに過度な負担を強いることは、景気動向で水量の多
寡が左右され、経営の不安定化を招く。
ボリュームゾーンに分布する使用者群において、汚水処理原価に近い使用
料単価を負担することが基本となるよう留意すべき。

•基本水量制の解消

基本水量制は、基本水量の範囲内の使用者間の負担の公平の観点から課
題もあることから、漸進的に解消させていくことが望ましい。

※出典：国土交通省 令和2年7月 「人口減少下における維持管理時代の下水道経営のあり方検討会」報告書



鎌倉市の現状と方向性
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•基本使用料割合の逓増、激変緩和

・汚水処理費のうち89.5％が固定的経費（国の調査結果による割合）
・現在の基本使用料割合：33.8％
（令和５年度実績を基に、全額改定後の使用料で計算した場合）

➡影響に配慮しつつ、漸進的に基本使用料割合を高める

基本使用料
33.8%

固定的経費
89.5%

従量使用料
66.2%

変動的経費
10.5%

使用料

費用

基本使用料
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•適切な累進度の設定

8㎥ 10㎥ 15㎥ 20㎥ 25㎥ 30㎥ 35㎥ 40㎥ 50㎥ 100㎥ 400㎥ 1,000㎥
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•適切な累進度の設定
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•適切な累進度の設定
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•適切な累進度の設定
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•適切な累進度の設定

・20㎥/月までの使用者：約70％
・汚水処理原価：175.8円/㎥ （令和５年度決算）
・使用料単価：152.9円/㎥（令和５年度決算）
・20㎥/月の使用料：2,504円（税抜き） →125.2円/㎥

➡使用者全体で下水道事業を支えるため、累進度を緩和する

～20㎥/月, 

70.4%

20㎥/月～, 

29.6%

排水量別件数割合

125.2円/㎥

152.9円/㎥

175.8円/㎥

20㎥/月の

使用料単価

使用料単価

汚水処理原価
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•基本水量制の解消

・基本水量未満（０～７㎥/月）の使用者：25.4％
・節水型機器の普及、世帯人数の減少、空き家の増加等による水量減少見込み

➡使用者間の負担の公平性に配慮した、適切な基本水量を設定する

～７㎥/月, 

25.4%

８㎥/月, 

4.0%
９㎥/月～, 

70.6%

排水量別件数割合

4.46人

2.21人

１世帯当たりの人数



使用料改定にあたっての論点
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財源不足の解消に
必要な使用料を決
定する

区分

累進度

試算の前提条件論点 目的

・令和８年度から令和17年度までの期間において、令和５年度決算に
おける資本費算入率37.3%を維持する
・令和８年度、令和11年度、令和16年度の改定率（使用料収入の増加
見込み割合）をほぼ同率とする

・影響に配慮しつつ、漸進的に基本使用料割合を高める
・使用者間の負担の公平性に配慮した、適切な基本水量を設定する

・使用者全体で下水道事業を支えるため、累進度を緩和する
　→従量使用料区分の改定率を１％ずつ下げ、累進度を低くする

使用料対象経費
を、個々の使用者
に対してどのよう
に配分し、負担さ
せるのかを決定す
る

使用料
体系

改定率
・資本費算入率
・市民への負担感

・基本使用料のあり方
（基本水量）
・各区分の水量

・累進度の設定

議論


